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国内貨物輸送の特徴

自 家 用

営 業 用

トンベース 国内貨物輸送の分担率 トンキロベース

トンベース 営業用トラックと自家用トラックの分担率 トンキロベース

出所：全日本トラック協会「日本のトラック輸送産業現状と課題 ２０２３」

●国内貨物輸送量の基幹モードは『トラック輸送』。

トラック輸送の分担率はトンベースで９割超、トンキロベースで５割超。
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物流の2024年問題とは

◆時間外労働の上限規制の適用
・ドライバーは2024年4月から年960時間（月平均80時間）
※他の産業・職種は５年前から年720時間（月平均60時間）

◆改善基準告示の改正への対応
・2024年4月から1年間の拘束時間3,300時間
(≒時間外労働の上限規制年960時間)

規制への
対応

影響

(試算)

26.6％ のドライバーが
１年間の拘束時間3,300時間を超過（2019年：厚労省調査結果）

実態

輸送条件やドライバーの労働条件が現状と変わらないとすると
営業用トラックで不足する輸送能力は

2024年▲14.2％
2024年問題＋ドライバー不足で

2030年▲34.1％

●2024年4月からトラックドライバーに時間外労働の上限規制の年960時間が適

用されることで輸送能力が不足し「モノが運べなくなる」可能性などの問題。
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営業用トラックの運送事業者数と輸送トン数の推移
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営業用トラックの運送事業者数と輸送トン数の推移

営業用トラックの運送事業者数 営業用トラックの輸送トン数

39,555社

63,122社 63,251社

事業者間の
競争激化

運賃・料金、
輸送条件の
悪化

労働環境
への
悪影響

ドライバー
不足の
顕在化

物流危機！

1990年
規制緩和

●1990年の規制緩和以降、営業用トラックの事業者数は約1.6倍の一方、輸送量
は約1.3倍と供給過多により競争が激化。ドライバーの労働条件に負の影響が。
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物流現場の就業状況や労働条件
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●トラック運転者は、ピーク時より
２１３千人減少

道路貨物運送業における自動車運転者従事者数の推移

●トラック運転者は高齢化が顕著

トラック運転者と全産業全職種の平均年齢の比較

●全産業平均よりトラック運転者の
労働時間は約２割長い

トラック運転者と全産業全職種の平均労働時間の比較

●全産業平均よりトラック運転者の
年間賃金は 約１割低い

トラック運転者と全産業全職種の平均年間賃金の比較

●荷待ちや荷役が長時間労働の一因
１運行あたりの拘束時間の内訳

出典：国土交通省ＨＰから 出典：国勢調査を基に作成
出典：国土交通省ＨＰから

出典：：国土交通省ＨＰから 出典：国土交通省ＨＰから出典：：国土交通省ＨＰから

●全職種平均に比べトラック運転者の
有効求人倍率は約２．０倍高い
トラック運転者と全職種の有効求人倍率の推移
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トラック運送事業の経営状況と運賃等参考データの推移

貨物運送事業の営業利益率の推移 （1社平均）

区分
営業利益率（％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

全体 100.0％ ▲0.4 ▲0.9 0.0

保
有
車
両
規
模
別

～10台 54.6％ ▲3.4 ▲3.9 ▲3.6

11～20台 21.0％ ▲1.6 ▲1.9 ▲1.2

21～50台 17.2％ ▲0.3 ▲0.7 0.0

51～100台 4.9％ 0.4 0.0 1.2

101台以上 2.1％ 1.7 0.8 2.1
資料：（公社）全日本トラック協会「令和４年度決算
経営分析報告書」、「国土交通省資料」から筆者作成

令和４年度

人件費 ４６．０％

その他 １４．０％

計 １００．０％

貨物運送事業の総経費の構成
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日銀サービス価格指数（道路貨物運送）

Webkit成約運賃指数

●運送事業の経営は厳しく、経費に占める比率が50％近い人件費を上げる余裕が
ない。一方競争下で運賃・料金の水準は大きく上がっていない。

トラック輸送の運賃・料金等参考データの推移

資料：日本銀行HP
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物流改善・物流革新等に向けた政府の動き

出所：内閣官房、国土交通省HPより筆者作成

持続可能な物流の実現に向けた検討会 最終とりまとめから

物流革新に向けた政策パッケージ 我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議 令和5年6月2日

物流における取引関係・モノの流れ

荷主企業、物流事（運送・倉庫等）、一般消費者が協力

（１）商慣行の見直し、（２）物流の効率化、（３）荷主・消費者の行動変容
中長期的な継続取組の枠組みを、次期通常国会での法制化も含め確実に整備

物流革新緊急パッケージ 我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議 令和5年10月6日

●経済活動に欠かせない物流を持続、革新させるための対策が展開されつつあり、
物流を取り巻く環境が大きな転機に。
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出所：国土交通省ＨＰから

商慣行の見直し①
「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物⾃動⾞運送事業法の一部を改正する法律」の概要
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出所：国土交通省ＨＰから

商慣行の見直し①
「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物⾃動⾞運送事業法の一部を改正する法律」の概要
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改正法の附帯決議のポイント

出所：参議院ホームページ議案情報「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案」から筆者要約

⚫ 他の職種並みの時間外労働の上限規制（年間720時間）の早期実現

⚫ トラックドライバーの賃金引上げの原資となる適正な運賃収受の実現

⚫ 標準的な運賃の毎年の見直しと適正な価格転嫁

⚫ 悪質な荷主等への監視強化、違反行為に対する関係法令に基づく積極的
な勧告・公表等

⚫ 「荷主至上主義」の実態から脱却

⚫ 荷主等における取組状況のフォローアップ調査の定期的な実施、取組が
不十分な荷主等に対する積極的な指導・助言

⚫ 荷主においてパレットの標準化や回収が行われるような適正な指導

⚫ モーダルシフトに向け、荷主、運送事業者等の関係者と新たな需要を生む
方策の検討
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商慣行の見直し②／トラックＧメンの機能強化

出所：内閣官房ＨＰから
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商慣行の見直し③／「標準的運賃」 及び「標準運送約款」の見直し

出所：中小企業庁ＨＰから
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荷主・消費者の行動変容①
ポイント還元実証事業等を通じた再配達削減の仕組みの社会実装

出所：内閣官房ＨＰから
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荷主・消費者の行動変容②／「送料無料」表示の見直し

出所：内閣官房ＨＰから
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最近の物流への取り組み事例①

分類 企業名等 概要

共同化・
標準化

日用品14社／サ

プライチェーン協
議会設立

エステー、サンスター、ユニ・チャーム、ユニリーバ・ジャパン・カスタ
マーマーケティング、ライオンなど14社。
物流業務の標準化・効率化に向け、ASN（事前出荷情報）を活用した

伝票レス・検品レスの標準業務モデルの検討や実装、物流データ連
携による輸配送車両の活用効率化や積載効率化の検討、外装表示
やパレットユニットロードのガイドラインの策定・更新など取り組む。

ソニーと日立が
家電の共同物流

ソニーマーケティング日立グローバルライフソリューションズは、物流
プラットフォームを相互利用した共同物流を2024年4月より開始。北海

道での各量販店の物流センターへの共同配送から開始し、その取り
組み結果を踏まえ、全国での展開も検討する。

中四国の有力
スーパーが物流
協業

中四国の有力スーパーが物流の協業を始める。イズミ、フジ、ハロー
ズの3社を中心とする小売業12社と物流2社が中四国物流研究会を発
足。人口減少が加速するエリアにおいて、2024年問題をはじめとする

物流課題に連携して取り組む。物流センターへの納品時間帯を統一し
車両台数を減らしたり、幹線物流における相互輸送により運行便数を
削減したりといった事例を想定。

ファミマとローソ
ンが共同配送

ファミリーマートとローソンは8日、岩手、秋田、宮城の3県で商品の共
同配送を11日から始めると発表した。1台のトラックに効率的に2社の
荷物を積むことで、トラック運転手の不足が懸念される「2024年問題」
に対応する。大手同士の本格的な連携は初めて。

出所：新聞、業界紙等から筆者作成
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最近の物流への取り組み事例②

分類 企業名等 概要

共同化

味の素やキユー
ピーなど食品大
手８社と卸が物
流データを連携

拠点情報を共有し、荷物の情報を電子化することで、荷降ろしにかか
る時間を半減させ、運転手の労働時間短縮につなげる。
メーカー８社のグループ売上高合計は加工食品市場の２割を占める。

日本郵便、西濃
運輸が共同運行

幹線輸送の共同運行で業務提携。トライアルは東京―大阪など5路線
で完了し、5月までに8路線を終える見込み。両社共同でチームを立ち
上げて、来年4月ごろを目標に定期便を目指すほか、2社以外の新規
参画企業も募りながら、業界連携を模索していく考え。

ヤマト運輸、西濃
運輸、福山通運
の3社の荷物を
集約

ゼンリンは、複数の物流事業者の荷物を地域の事業者がまとめて配
送する「共同配送システム」をヤマト運輸の協力のもとに構築。埼玉県
秩父市において、ヤマト運輸、西濃運輸、福山通運の3社の荷物を集
約して配送する「おむす便」の実運用を開始。

モーダル
シフト

イオン北海道

北広島から釧路市や釧路町の店舗に運ぶ商品を、苫小牧から釧路ま
で船で輸送する実証実験を開始。週4回この配送をした場合、商品が

届く時間は従来より半日ほど遅くなるものの、トラックの走行距離はひ
と月およそ2万9千キロ削減できる見込み。

ファミリーマート
ファミマル新潟県津南の天然水（370ml、600ml）」について、2024年4

月から一部地域のファミリーマート物流センターへの納品に関して、貨
物鉄道輸送を活用したモーダルシフトの取り組みを開始。

出所：新聞、業界紙等から筆者作成
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最近の物流への取り組み事例③

分類 企業名等 概要

荷待ち時間
の削減

コマツ

コマツは大阪工場（大阪府枚方市）など国内４工場で、物流トラック運
転手の構内拘束時間２時間以内を達成した。荷下ろし時のトラック予
約受け付けサービスを導入したほか、荷下ろし場の集約と、荷下ろし
後の運転手による付帯作業をコマツが担うなどして実現。

日立建機
国内の全工場を含む９拠点にトラック予約受け付けサービスを順次導
入する。拠点でのトラックの待機時間を３０分以内に短縮することを目
指す。

パレット化 岡山県農産課
青果輸送パレット統一へ、国内で最も多く流通している縦横各１・１
メートルのプラスチック製を導入する方針を決めた。リース制を採用し、
首都圏などの市場内にある回収拠点に管理を一任する仕組みに。

ダブル連結
トラック

各社
鴻池運輸は３０年までに１０台の導入をめざす。
福山通運は５０台ほど導入し、２５年までに１５０台追加する予定。
センコーは３０年までに１００台を導入する計画。

中継輸送
新潟花き中継拠
点化検討協議会

新潟県内の中継拠点を活用して、大阪―仙台間の花き輸送の効率化

を進めている。実証では台車を取り入れた荷物の積み込みで作業時
間を短縮。トラック運転手の延べ拘束時間を１８％削減できることを確
認した。

配送回数の
見直し

日本パン工業会
パン業界長年の慣習である「一日２回配送」から「一日１回配送」への
移行が必要との認識を示した。

出所：新聞、業界紙等から筆者作成
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今後の物流のキーワード

ドライバーや作業員の長時間労働や手荷役に頼る物流から

人に優しい物流へ
◎輸送力（ドライバー）確保に向けた労働環境・条件の改善＝働き方改革

◎限られた輸送力で対応するための物流効率化＝生産性向上

運送・荷主：●コンプライアンスの徹底

運送 ：●荷主企業への正しい主張＝荷主への提案！

運送 ：●現場の“見える化”が必要（時間管理・原価計算）

運送 ：●労働時間が短縮しても賃金が減らない仕組み・体制づくり

運送 ：●マッチング（積載率向上(日帰りも)・帰り荷・共同配送等）

荷主：●「選ばれる荷主企業」にという理解を！

荷主：●発荷主・着荷主の間で取引条件見直しを！(取引条件≒物流条件)

荷主：●企業活動における「物流」のプライオリティーの格上げを！

運送・荷主：●物流効率化の本格的な推進 ＝ 効率化は儲かる！

運送・荷主：●荷主と運送事業者がWin－Winとなるパートナーシップの確立！
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ご清聴ありがとうございました。

ご質問・ご感想は

流通経済大学／NX総合研究所 大島 弘明 まで

oshima@rku.ac.jp
【プロフィール】

1964年生まれ、東京都出身
1988年 日本大学理工学部卒、㈱日通総合研究所入社
2018年 取締役
2022年 ㈱ＮＸ総合研究所に社名変更
2023年 常務取締役
2024年 流通経済大学 流通情報学部 教授

㈱ＮＸ総合研究所顧問

主にトラック運送事業の変化や労働・安全問題、
物流効率化対策などの調査研究に従事

主な著書
「ドライバー不足に挑む！」（単著）
「令和版 物流ガイドブック」(共著）
「都市の物流マネジメント」（共著）
「現代の新都市物流」（共著）
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